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用語集

 A/R afforestation and reforestation

 CDM clean development mechanism

 CER certifi ed emission reductions

 CMP Conference of the Parties serving as 
  the Meeting of the Parties to the 
  Kyoto Protocol

 CO2 carbon dioxide

 CP1 fi rst commitment period

 CP2 second commitment period

 CPM carbon price mechanism

 DENR Department of Environment and 
  Natural Resources

 DNA designated national authority

 DOE designated operational entity

 EB executive board

 ETS emission trading scheme

 EU-ETS EU emissions trading system

 GHG greenhouse gas

 GNI gross national income

 HFC hydro fl uoro carbon

 IGES Institute for Global Environmental Strategies

 LDC least developed country

 N2O nitrous oxide

 NZ-ETS New Zealand emissions trading scheme

 PDD project design document

 PoA programme of activities

 QELRO quantifi ed emission limitation and 
  reduction objective

 SIDS small island developing states

 UNFCCC United Nations Framework Convention on 
  Climate Change 

 WCD World Commission on Dams

新規植林・再植林

クリーン開発メカニズム

認証された排出削減量

京都議定書締約国会合

二酸化炭素

（京都議定書の）第一約束期間

（京都議定書の）第二約束期間

オーストラリア炭素価格制度

フィリピン環境・自然資源省

指定国家機関（CDM 担当機関）

指定運営機関

CDM 理事会

排出量取引制度

欧州連合域内排出量取引制度

温室効果ガス

国民総所得

ハイドロフルオロカーボン

公益財団法人地球環境戦略研究機関

後発発展途上国

亜酸化窒素

ニュージーランド排出量取引制度

プロジェクト設計書

プログラムCDM

数量化された排出抑制・削減目標

小島嶼開発途上国

国連気候変動枠組条約

世界ダム委員会
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要約

イントロダクション

求められるCER 需要の喚起

　京都議定書における既存のルールやメカニズムは継続して利用される一方で、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の下で、全て

の締約国が参加する新たな法的枠組みの形成を、2015 年までに合意し、2020 年までに実施されることを目的としてさらに議論が

継続されている。CDMは市場メカニズムの基礎作りや特に後発途上国（LDC）への支援策として重要な役割を担ってきた。

本稿ではまずCDMからの認証された排出削減量（CER）の需給を中心として、CDMの現在の状況をまとめた。次にCDMから何

が具体的な教訓として得られたのかという点について、能力構築事業を通じた過去の経験についてまとめた。CDMの潜在性を最大

限に活用するために、次の世代の CDM（つまりCDM 2.0）としてCDMが発展的に成長していくことが必要であり、そのための制

度改革が望まれる。

　さまざまな関係者による努力の積み重ねにより、CDMのプロジェクトの登録や CERの発行手続きは改善されている。その結果、

CDMは排出削減目標を達成するために、事業者や京都議定書の付属書 I 国にとって少しずつ利用しやすい制度となってきている。

しかし、京都議定書の第 2 約束期間において数値目標を持たない国の増加、欧州連合域内排出量取引制度（EU-ETS）における

CER 利用の制限、そして景気の後退に伴う経済活動量の減少と排出量の減少等の要因によって、CER の需要量は減少している。

本稿では、現行のプロジェクト設計書（PDD）をもとに 2013 年から2020 年までに見込まれる潜在的なCER の供給量を推定し、

現時点において供給量が需要量を超過していることを示した。現状の供給量が維持されると仮定した場合、CERに対する追加的な

需要を創出することが必要である。
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CDM の実施から得た教訓 － ホスト国の能力強化の必要性

プロジェクト活動の均衡のとれた地理的分布に関する対策と能力構築
　CDMに関する能力構築はプロジェクト活動を実施する上で重要な役割を果たし、普及啓発等の初期段階のものから、プロジェク

ト開発支援等の実践段階までさまざまな活動が含まれる。しかしながら、能力構築支援を受けた多くの国が CDMの登録プロジェク

ト件数において成功しているとはいえず、それは特に後発開発途上国（LDC）において顕著である。よって、効果的な能力構築活動

の実施が必要である。

国別ケーススタディ1：カンボジア
　カンボジアの指定国家機関（DNA）はCDM実施における障壁や課題の克服のためのプロジェクト開発関連情報を公開してきた。

たとえば、DNAはプノンペンの電力系統の排出係数を公開したり、支援機関とともにCDM 理事会に提案を提出したりしている。こ

れらの努力は、同国のプロジェクト実施を促進するだけでなく、LDCにおける困難な状況を知らせることに寄与した。

国別ケーススタディ2：モンゴル
　モンゴルはGDPあたりの二酸化炭素排出量が高いにも関わらず、CDMの投資は促進されてこなかった。ひとつの障壁は、モン

ゴルは人口が少ないことであり、それは全体としてのエネルギー消費量が少ないことを意味する。二つ目の障壁は、モンゴルは省エネ

ルギーにおいて大きな潜在性があるにもかかわらず、それらのための適切な方法論が CDMに存在しないことである。これらの問題

の解決のために、LDC向けに対応されているような、CDMにおける減免策を人口の少ない国向けにも与えるべきである。同時に、

国の必要性に応じた適切な方法論の開発がされるべきである。

国別ケーススタディ3：フィリピン
　他の国と同様に、フィリピンは政治体制やプロジェクトにおける資金調達に問題を抱えていたが、国際的な支援等でこれらの問題

解決に取り組んだ。フィリピンの経験から得た教訓は　1）ホスト国内においてCDMの運営におけるルールを明確に定義づけること、

2）プロジェクトの有効化審査、モニタリング、検証のために国の基準やベンチマークを設定すること、3）簡潔なモニタリング手続

きを構築することである。
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1. イントロダクション

　気候変動問題に関する国際的な枠組みは、2013 年より新

たな段階に入ったといえる。京都議定書における既存のルール

やメカニズムは継続して利用される一方で、国連気候変動枠組

条約（UNFCCC）の下で、全ての締約国が参加する新たな法

的枠組みの形成を、2015 年までに合意し、2020 年までに実

施されることを目的としてさらに議論が継続されている。このこ

とは京都議定書の下でのメカニズム（つまり、クリーン開発メカ

ニズム（CDM）、共同実施（JI）や国際排出量取引（IET））は

今後も継続すると同時に、新たな市場メカニズムが、先進国の

野心レベルの増加や、途上国における広い経済分野での緩和

行動を促進するために開発され、実施されていくことを示唆して

いる。新たな市場メカニズムの設計には過去のメカニズム、特

にCDMの経験を十分に活用することが重要となっている。

　中国、タイ、インドネシア、韓国のようないくつかの国では、

CDM 等の既存のメカニズムを補完することや、国内の気候政

策目標達成に向けた行動を喚起するために、独自の市場を利

用した制度（例：国内排出量取引制度、自主的排出削減制度等）

を設立、試験的に運営を始めてきている。CDMの経験は、途

上国の緩和行動促進そして、その行動にインセンティブを与え

る市場メカニズムの基礎作りに貢献したといえる。

　本稿ではまず CDM からの認証された排出削減量（CER）

の需給を中心として、CDM の現在の状況をまとめた。次に

CDMから何が具体的な教訓として得られたのかという点につ

いて、能力構築事業を通じた過去の経験についてまとめた。

CDMの潜在性を最大限に活用するために、次の世代の CDM

（つまりCDM 2.0）としてCDM が発展的に成長していくこと

が必要であり、そのための制度改革が望まれる。

小圷　一久

1. イントロダクション
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2. 求められるCER 需要の喚起
栗山　昭久

背景

　クリーン開発メカニズム（CDM）は京都議定書第一約束期

間（CP1）中に同附属書Ｉに掲げられた締約国（附属書Ｉ国）

に対し炭素クレジットを付与するという重要な役割を担った。

2013 年 2 月13日に最初の認証された排出削減量（CER）が

発行されて以来、排出削減量は 2012 年12 月迄におよそ11

億 tCO2 に達した。実際に、プロジェクト参加者、指定運営機

関（DOE）及び UNFCCC 事務局を含む関係者の努力によっ

てCDMは大いに改善されてきた。例えば、図1に示すように

プロジェクト設計書（PDD）の登録や CER の発行プロセスに

おいて、その開始日から登録要請日までの平均日数は最終的に

100日程度まで短縮され、プロジェクトの件数もまた増加をし

ている。

図1：CDMプロジェクト概要
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出典：IGES (2013a)

2. 求められるCER 需要の喚起
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　本章では、各国及び各メカニズムにおける京都クレジットに

関する制限を考慮してCERの需要のとりうる最大値について考

察する。CP1の主なCER 需要元のひとつは京都議定書の附属

書 I 国における削減数値目標（QELRO）である。しかし、CP2 

の CER 需要元はQELRO を有する国と有しない国の2 種類に

分けられる。QELRO を持つ主な国（圏）はEU であり、欧州域

内排出量制度 (EU-ETS)の対象範囲外では努力分担決定（Eff ort 

Sharing Decision）におけるCER の使用が考えられる。EUの

55% を占める努力分担決定では、CDM と共同実施（JI）クレ

ジットを2005 年排出量の最大で3％まで用いることができると

しているため、潜在的需要はCP2 において7 億 tCO2 と算定さ

れる。しかし、欧州委員会はEU 内でクリーン技術と再生可能

エネルギー開発に対して投資がなされるように、加盟国に対し

クレジットの使用を限度より少なくするように奨励している（EU, 

2012）。また、QELRO を有しない国の一部からもCER の使用

が考えられる。例えば、日本政府にはカンクン合意の排出削

減目標（環境省 , 2012 年）を達成する為にCER を使用する用

意があるとしている（UNFCCC, 2010 及び環境省 , 2012）。日本

はCP1には 2.4 億 tCO2 の CER を取得したと見積もられるが、

CP2 にはプロジェクト参加によって原始取得したCER しか使用

することができないため、2013 年から20 年の最大値をとった

として3.3 億 tCO2 となる（IGES,2013）。

　附属書I 国の中にはCP2 に国内ETS を設立したところもある

が、表1のようにCER の使用に種類と量の制限を課している。

EU-ETSは CER 使用の制限を徐々に強めている。EU-ETS 第 3 

フェーズでは世界ダム委員会（WCD）の環境・社会水準に準拠

しない大規模水力発電、HFC、N2O、新規植林・再植林プロ

ジェクトからの CER を使用することが禁じられている。EU-ETS 

第3 フェーズでは2013 年1月1日以降は後発開発途上国（LDC）

以外で登録されたプロジェクトから発行されたCER の使用にも

制限を課している（EU, 2009）。排出削減量で表すとCER を含

む国際クレジットは 2008 年から2020 年迄の期間にCO2 換算

で最大17 億 tCO2 分にとなる（EU, 2013）。2011 年末までに6 

億 tCO2 のクレジットが使用された（Elsworth, 2012）ので、残

りの需要のクレジットは最大でも10 億 tCO2 より少ないと推測

できる。

　一方、CDMを取り巻く状況は次第に厳しくなってきている。

2007 年から2008 年にかけて起きた世界金融危機や2011

年の欧州債務危機の影響もあり、CERの価格に影響を与えて

いる。第 8 回京都議定書締約国会合（CMP）では第 2 約束

期間（CP2）における数値目標（QELRO）の無い国は CP2を

対象とするCERを原始取得（CDM 登録簿から国別登録簿へ

の移転）することができたとしても、国際取引ログを通じた国

内登録簿間の移転は出来ないという決定になった（UNFCCC, 

2012a）。この決定は CP2を対象とする CER の需要を減少

させる影響を持ちうる。

　一方で CER の利用に関して新たな動きもある。例えば、炭

素価格メカニズム（CPM）がオーストラリアで、排出量取引制

度（ETS）がニュージーランドで採用された。これらの ETSは

CERを用いて両国の排出削減目標値を達成する柔軟なメカニ

ズムを備えている。また、第 69 回 CDM 理事会において自主

的な取消し口座が CDM 理事会の口座に追加的に開設された

（UNFCCC, 2012b）。これはCDMに参加をする事業者であれば、

基本的には誰でもCERの自主的な取消し、即ち排出削減の履

行ができることになる。この決定により仮に非附属書 I 国にお

いても、CDMを活用して排出削減に対して貢献することがで

きるようになった。すなわち、CDMを利用した削減量の活用

が可能になることを意味している。

CER の適格性と需要

2. 求められるCER 需要の喚起
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条件
HFC, 
N2O

A/R*4 
CDM

WCD の基準に
準拠しない
大規模水力発電

その他

2012 年 12 月31日
以前の登録

2013 年 1月1日以降の登録
LDC 以外の国から LDC から

需要元
附属書 I 国排出削減
目標 O*1 O*1 O*1

EU-ETS
第 3フェーズ X X O X O

オーストラリアCPM X X O
NZ-ETS X O O
中国、韓国など非附
属書 I 国の国内 ETS O*2 O*2 O*2

CER 供給単位（100 万 t CO2）

全諸国から 495 861*3
2,299

1,997 299 4
中国から 323 649 1,370 77 -
韓国から 47 0.1 28 0.2 -

表1：CP2 （2013-2020）期間中の CER使用の適格性とCER供給

*1 CP2においてQELRO のない附属書 I 国は原始取得したCERしか利用できない。
*2 自主的取消しによる自国からの CER のみ。
*3 全ての大規模水力発電所からの CER 件数。
*4 新規植林・再植林プロジェクト。

　ニュージーランドは 2009 年に森林分野からニュージーラ

ンド排出量取引制度（NZ-ETS）を実施した。NZ-ETS は HFC、 

N2O、新規植林及び再植林からの CERの使用を制限している

（MfE, 2011）。世界銀行（2012）によると、NZ-ETSからの CER

を含む国際的オフセットの需要の予測量は1億 tCO2 前後であ

る。しかし、ニュージーランドはCP2におけるQELROを持た

ないため、他国からの CERを移転できないので、実際の値は

この予測よりも低い値になるであろう。

　オーストラリアは 2012 年に炭素価格メカニズム（CPM）を

実施した。CPMでは EU-ETSと同様に WCD の環境・社会

水準に準拠しない大規模水力発電プロジェクト、HFC、N2O、

新規植林・再植林プロジェクトからの CERを禁止している

（Australian Government, 2011a 及び b）。世界 銀 行（2012）

によると、CER の需要予測は国内における削減量を考慮して、

3.48 億 tCO2 の需要と予測している。

　CER の全潜在的需要を合計すると、25 億 tCO2 という値が

現時点における2013 年から2020 年までの附属書 I 諸国にお

けるCER の潜在的需要と推定できる。さらに新興国の中には

不確実性は高いものの、各国内で実施しているCDMプロジェ

クトによる排出削減量を使用する国が出てくる可能性がある。

たとえば中国は 2つの省と5つの都市で排出量取引の試行プ

ログラムを開始しており、韓国は 2015 年からETSを実施する

予定である（NDRC, 2011及び PCGG, 2012）。
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　本稿の CER 供給予測は IGES CDMプロジェクトのデータ

ベースに基づいている。予測に用いた基本データはプロジェク

ト設計書（PDD）の排出削減予測量である。予測の計算は以

下の方法で行った。まず CDM 理事会の決定により、HCFC-

22 からの HFC-23 の発生割合が 3％から1％に下げられこと

を考慮し、クレジット期間の更新日を過ぎたHFCの推定排出

削減量を割り引いた（UNFCCC, 2011）。次に推定排出削減量

と実際に発行されたCER の比であるCER 発行率を乗じて排

出削減量を割り引いた。さらにCER の発行日に対して、有効

化審査と登録の遅れや登録後の CER 発行の遅れに基づいて

計算した。

　これらの条件の下、既存の PDD からの CER 発行量は合計

で37億 tCO2 と推定される。EU-ETS の第 3フェーズに適した

CER 供給量は 20 億 tCO2である。その CER 供給元は 2012 年

以前に登録された中国と韓国のプロジェクトから14 億 tCO2、

2013 年以降にLDC で登録されるプロジェクトからは , わずか

36 億 tCO2である。

　以上の結果から、図 2にCERの需給バランスを示す。本稿

の試算ではCER 供給は既存のPDDからの推定量である一方、

需要量は各国の制度や対象となるクレジットからの潜在的な需

要量の最大値である。

　この結果はCER の潜在的需要が既に計画されているCDM

プロジェクトで十分に供給されることを示唆しており、CP2 期

間中の新規 CDMプロジェクト開発に対する需要の機会は減

少するだろう。従って、2013 年以降に新規 CDMプロジェクト

を促進するにはCER の需要を増加することが必要になると考

えられる。

既存プロジェクトの PDD に基づくCER 予測

需給バランス

図 2：CER 需給のバランス

百万 t-CO2e HFC, N2O, A/R CDM

WCDの基準に準拠しない
大規模水力
2012 年12月31日以前の他の
登録プロジェクト
その他（LDC以外において
2013 年以降に登録）
その他（LDCにおいて2013 年
以降に登録）
日本

ニュージーランド

オーストラリア

EU-ETS

EU QELRO
供給 需要
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出典：IGES (2013a)

(Eff ort Sharing Decision)

2. 求められるCER 需要の喚起



11IGES Policy Report



12 IGES Policy Report

3. CDM実施から得た教訓
　 － ホスト国の能力強化の必要性

福井　祥子

京都議定書締約国会合及び CDM 理事会による議論

　CDMは、まだ一部ではあるものの、期待を大きく上回るプ

ロジェクトの登録件数とCER の発行量を達成したという点で

は成功したメカニズムである。しかしながら、プロジェクト活動

に地域的な不均衡があるという問題は未だに是正できていな

い。本稿では、CDM の改善余地を明らかにするため、CDM

理事会などによって導入されてきたプロジェクト活動の地理的

分布の均衡に関する対策や、能力構築事業の実施状況、経済

や発展状況の異なるアジアの3カ国（カンボジア、モンゴル、

フィリピン）におけるCDM 実施状況から得られた知見により

CDMでも特に能力構築事業があるべき内容について分析を

行った。

　プロジェクトの地域的不均衡の問題は 2005 年の CMP1 か

ら議論されている（UNFCCC, 2005）。CDM 理事会では第 27回

の理事会でこの問題を扱いはじめ、その中で障壁や対策を審

議し、関係者への措置を提供してきた（表 2）。多くの小規模プ

レジェクト活動を一括りにしてCDMを利用することができるよ

うになったプログラム活動（PoA）はこれらの審議の中で採用

されたものである。LDC、小島嶼開発途上国（SIDS）、アフリ

カ諸国、プロジェクト登録数が10 件以下の国などCDMのプ

ロジェクト開発において課題がある国向けに、特別措置が講じ

られてきた。特に2012 年には、CDM 理事会やUNFCCC 事務

局はこの問題に取り組むため CDM ヘルプデスクやDNAヘル

プデスク、CDM のローンスキーム（有効化審査や検証費用など

に対する金利なしの貸付）などを立ち上げている。

3.1 プロジェクト活動の均衡のとれた地理的分布に関する対策と能力構築

3. CDM 実施から得た教訓
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表2: CDM 障壁克服の経緯

*1: 定義は関連文書による。
*2: 追加的な措置。

採用／
開始年 施策 便益

対象国

全て LDCs SIDS アフリカ
諸国

登録
10 件以下 *1

-
世界的又は小区域の能力構築
イベントへの参加や、
啓発普及活動

啓発普及と能力構築
    

2003 小規模プロジェクトの
様式と手続きの簡素化

小規模プロジェクトの CDM 利
用の促進

    

2006

プログラムCDM（PoA） 小規模プロジェクトの CDM 利
用の促進

    

小規模プロジェクトの
登録料免除

小規模プロジェクトの CDM 利
用の促進

  *2    

DNAフォーラム DNA 職員向け能力構築     

ナイロビフレームワーク 能力構築        (            )

2007 CDM バザール 関係者向けの情報
プラットホーム

    

2010

極小規模プロジェクトの
追加性証明の簡素化

小規模プロジェクトの CDM 利
用の促進

   

クレジット期間開始日の
登録後の変更

プロジェクト実施に
おける柔軟性措置

    

2011
標準化ベースライン ベースラインの特定と追加性

証明の負担の軽減
    *2

小規模プロジェクト向けの
特定技術のポジティブリスト

小規模プロジェクトの CDM 利
用の促進

    

2012

CDM ローンスキーム 資金調達支援   *2   

DNA ヘルプデスクとCDM
ヘルプデスク 技術支援  

DNA 向けのオンラインコース 技術支援     

電力系統の排出係数計算の
ためのデフォルト値
オプションの提供

計算における柔軟性措置の
提供
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CDM 能力構築活動の状況

　京都議定書の批准後、途上国等の非付属書 I 国は CDM

プロジェクトを実施するホスト国として関連法規と指定国家機

関（DNA）を含む関連機関の制定及び設立を開始する必要が

あった。政府の担当官と民間企業はプロジェクト開発のため、

CDM の登録手続きや必要条件などを理解する必要があり、

能力構築（キャパシティビルディング）は、国が CDMという

制度を国内において立ち上げるための重要な要素となった。締

約国及び国連機関等が資金の支援を行ったり、プロジェクト活

動の促進や組織的な能力構築支援に取り組んだりすることを、

CMP や CDM 理事会でも奨励された。CDM の能力構築プロ

グラムは1998 年より行われており、本稿では 82のプログラ

ムを特定した。図 3は開始年ベースで能力構築プログラムを実

施した件数を示す。LDCにおけるプログラム件数が 2005 年

以降に増加したのはCMP や CDM 理事会の決定や減免措置

を踏まえた結果であると考えられる。

　能力構築プログラムを実施しているのは主には国際開発金融

機関、国連組織、及び附属書 I 国（附属書Ｉ国が支援する組

織を含む）の3 種類がある。能力構築プログラムの活動、目標、

対象分野は多様でスポンサーとホスト国の目的に依存し、表 3

のように類別できる。能力構築活動の初期段階で取り組むの

は政府担当官と民間企業等の潜在的プロジェクト参加者に対

するCDMプロジェクトの便益についての啓発普及、DNA 設

立やステークホルダーのネットワーク促進を含む国内での体制

構築、及び CDM 関連の政策と法規の制定などがある。実務

面での活動内容はプロジェクトの特定、国内での潜在的なプロ

ジェクト種類やセクターの評価、PDD の作成、資金調達の支

援（例えば、直接融資や融資実行、クレジット購入者とのマッ

チングの支援など）、及び技術移転の支援等である。プログラ

ムでの調査結果、データベース、ガイドラインの出版やDNAウェ

ブサイト開発を提供するプログラムもある。ほとんどのプログラ

ムではDNA 職員や潜在的プロジェクト参加者等の個人の能力

構築を含んでいる。次に多くみられるのはプロジェクトの特定

や開発支援などの実務的な支援である。

図 3：能力構築プログラムの総件数
件数

プログラム
開始年

LDC以外で実施

LDCで実施

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

60

50

40

30

20

10

0

注：プログラムが複数の国に亘る場合はそのプログラムを行う国々の数としてカウント
　　（例えば、5カ国が同じプログラムを実施すれば、5としてカウントする。）

3. CDM 実施から得た教訓
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表 3：能力構築プログラムの活動と支援の種類

* 同一プログラムの複数の分類を含む。

1 中国、インド、ブラジル、ベトナム、メキシコ （2013 年1月31日時点）
2 2012 年 12 月18 日、国連総会にて南スーダンが LDCリストに加えられ、LDC 数は 49 になった。http://unctad.org/es/paginas/
newsdetails.aspx?OriginalVersionID=382&Sitemap_x0020_Taxonomy=Africa%20and%20Least%20Developed%20Countries;

能力構築プログラムの地理的不均衡

　ホスト国の選択はプログラム実施組織とスポンサーに応じて

決まる。準地域的な国際開発金融機関はその営業領域にある

国で実施されるプロジェクトに融資する。附属書 I 国からの二

国間支援は歴史的関連性や地理的近接性がある国、或いは

言語が同じ国が対象になる傾向がある。欧州諸国はアフリカを、

日本はアジアを、そしてカナダは南米諸国を支援する傾向がみ

られる。国連機関と世界銀行は特定の国によるプログラムへの

出資がない限り、ホスト国選択にそのような傾向を持たないと

考えられる。

　全体的にみると、能力構築プログラムはCDMプロジェクト

活動と同じ程度に地理的に不均衡に分布している。能力構築

プログラム実施件数の平均は、非附属書 I 国全体で2.6 件、

CDMプロジェクトの登録件数で上位 5 位に入るホスト国 1 で

は10.8 件である。能力構築プログラムの目的はCDMプロジェ

クト実施の促進であり、能力構築プログラム実施者やスポン

サーは目標を達成できる国を選別する傾向にある。つまり、排

出削減に大きな潜在力を持つ国が選ばれがちであり、このよう

な傾向は特に二国間支援プログラムに見られる。

　しかし、上記に述べたCDM 登録プロジェクト件数と能力構

築プログラム実施件数の相関関係はLDCの間では見られない

（図 4）。LDCにおける能力構築プログラムはアジアよりアフリ

カ諸国に多いが、その理由はアフリカではEUとしてだけでなく

個別のヨーロッパ諸国、また国連機関や世界銀行からも支援

があるからである。アジアの LDC で支援が少ない理由はアジ

ア以外の附属書 I 国はアジアに投資する際、排出削減の潜在

性が大きい新興国で能力構築プログラムを実施する傾向がある

からである。

　UNEP Risoe center のレポートによると、少人口と社会的

状況が理由で 49 2 の LDC のうち14カ国では通常 CDMプ

ロジェクトが実施することができないとみなされている（Solen 

E.L., 2011）。DNAを設立していない国が半数に達する太平洋

諸島地域を対象とするプログラムがほとんどみられない。さら

活動内容 プログラムの数 *

啓発普及 27

組織能力の構築 33

政策・戦略・法規の制定 16

個人能力の構築（DNA 職員、民間企業等） 66

プロジェクトの特定・潜在的緩和策の評価 42

プロジェクト形成（PDD/PIN の作成） 30

資金調達の支援 23

技術移転・技術や障壁の評価 16

出版物、支援ツール等の作成 30

初期段階

実務段階
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　多くのプログラムがありながら成果を出せなかった国に関し

て、Econ Pöyry （2009）は既存のプログラムの支援内容に

重複があり、そのことが資金と資源の非効率利用と機会の喪

失につながっていることを指摘している。Arens、 Cとその他

（2011）は得られた経験、分析されたガイダンスと成功例を共

有する為の有効なナレッジマネジメントを構築することの重要

性を提案している。世界銀行研究所のカーボンファイナンスアシ

ストの好例は事業の進行をモニターし測定できるさまざまな指

標を使っている点である。この指標は政治や優先的に関与する

セクター等の状況になどをもとに、3つのフェーズに分類してい

る。

に、そのような少人口で地理的遠隔性がある地域における附

属書 I 国はオーストラリアとニュージーランドだけで、両国とも

CP1においては熱心なCER 購入者ではなく二国間プログラム

を実施していない。太平洋地域のLDCでは世界銀行研究所の

プログラムであるカーボン・ファイナンス・アシスト（世界最大支

援対象国数を持つプログラム）でさえ実施されていない。

図 4：LDC での CDM登録プロジェクトと能力構築プログラムの件数
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3.2 国別ケーススタディ　1：カンボジア
福井　祥子

　カンボジアはLDCの中で CDMプロジェクト実施において

先導的な国である。2002 年の京都議定書批准以来、カンボ

ジア政府は環境省内に気候変動室（2009 年には局に昇格）

を設立し、2003 年にはカンボジアの DNA 事務局に指名して

おり、LDCとしては比較的早い対応であった。そのような体制

構築は支援を得るのに重要である。2002 年からカンボジアで

開始したUNEP Risoec enter の運営する CDM 能力構築プ

ログラム（CD4CDM））の実施可能な国は以下の選別基準を

満たしている必要がある：UNFCCCと京都議定書の締結国で

あること、コミュニケーションをとるための窓口を持っていること、

国別報告書を提出していること、再生可能エネルギーと省エネ

を促進する国家政策があること、海外直接投資のフレームワー

クや排出削減の潜在力を持っていることなどが挙げられている

（Ponlok, 2003）。

　DNA 事務局は UNEP Risoe center や IGES 等の能力構築

事業を実施している機関と共に、CDMの紹介から実際のプロ

ジェクトの特定やPDD の作成までの広範囲の知識を提供する

ために民間企業や政府担当官向けの研修ワークショップを行っ

てきた。初期段階で DNA 事務局はワークショップで国家の承

認手続きの原案と持続可能な開発の評価基準案を参加者と共

有し、意見を交換した。カンボジアの能力構築プログラムの件

数はアフリカのいくつかの LDCよりも少ない。しかしプログラ

ムの平均期間はカンボジアでは7年を超えるが LDC 平均はわ

ずか 4.3 年である。このような状況は特にタンザニアと異なり、

この国の CDMの登録プロジェクトはたった1件だが、多数の

能力構築プログラムが実施されている。上述したように、Econ 

Pöyry （2009）はタンザニアの既存プログラムは重複していて、

そのことが資金と資源の非効率利用と機会の逸失につながっ

ていることを指摘している。またEcon Pöyry は、タンザニア

での登録プロジェクト件数が少ない理由に国内承認の基準が

厳しいことと管理費が高いことをあげている。

　カンボジアの DNA 事務局はプロジェクト実施に対する障壁

緩和のため努力してきた。2005 年と2011年に DNA 事務

局はプノンペンの電力系統の排出係数を公表した。「電力系統

の排出係数計算ツール」を用いて計算する電力系統の排出係

数はGHG 排出削減計算に一般的に使われるパラメータである

（Fukui, 2011）。DNA 事務局はまた登録手続き（2008 年）と

クレジット期間の開始時期の変更要請（2009）に関する提案

をCDM 理事会に提出している。表 4にプロジェクト活動実施

を促進するためにDNA が取るべき望ましい行動と、CDM へ

の関与に関するDNAの対応を示している。最初に標準化ベー

スラインを提言したウガンダの登録プロジェクト件数はLDCの

中で最も多い。

カンボジアDNAによる積極的なプロジェクト支援

3. CDM 実施から得た教訓
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結論

　能力構築プログラムの貢献を最大化し必要とされる分野に

新たな支援を引き出すために、そのホスト国と実施機関は各国

の状況に関する情報を共有する必要がある。そのような情報に

はDNA、民間企業、金融機関及び DOE の能力状況、潜在

的排出削減部門と技術の種類、各国が必要としている支援の

種類などが含まれるべきである。国別報告書や非附属書 I 国

が 2014 年から2 年に一度提出するよう定められている隔年報

告書はこの点で望ましいツールとなる可能性がある。国別報告

書に関する情報の要約はUNFCCC 事務局のウェブサイト上に

一覧表でまとめてあるが、この表では個々の国の要望事項がわ

かりにくく、比較しにくい 3。決まったテンプレートによる指標や

チェックリストで、同等に包括的で管理が容易な情報を提供す

る必要がある。ホスト国による要望事項に加えて、CDM 実施

における能力、問題、成功事例などの共有する情報に加えるこ

ともできるだろう。

表 4：LDC でのDNAによる行動

3 http://unfccc.int/cooperation_and_support/capacity_building/items/4093.php

国

CDM 理事会へ提出 認可 公表

Call for input /
Proposal

Change in the 
defi nition of forest

First proposal 
of standardised 

baseline

Default values 
of fraction of 

non-renewable 
biomass

Grid emission 
factor

アンゴラ    2012 年 4 月  
ブルンジ    2012 年 9月  
カンボジア 2008 年 10月、

2009 年 4 月  2012 年 9月  2005 年 11月

チャド    2012 年 4 月  
コンゴ民主共和国  2008 年 11月 2012 年 8月 2012 年 7月  
エチオピア   2012 年 7月 2012 年 4 月 2008 年 8月
ガンビア    2012 年 4 月  
レソト   2012 年 8月   
リベリア    2012 年 4 月  
マダガスカル    2012 年 7月  
マラウイ    2012 年 6月  
モザンビーク   2012 年 8月   
ネパール    2012 年 6月  
ルワンダ    2012 年 5月 2010 年 7月
セネガル    2012 年 4 月  
トーゴ 2009 年 5月 （2）     
ウガンダ   2012 年 5月 2012 年 4 月 2008 年 7月
タンザニア
連合共和国     2008 年

ザンビア   2012 年 8月   
受付開始日 /
ガイダンス日 - 2008 年 6月 2011年 9月 2012 年 5月 -
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3.3 国別ケーススタディ 2：モンゴル
碓井　健太

　モンゴルはアジアの途上国の中でもGDP当たりの炭素排

出量が1.15 Kg/USDと最も多い。これはインドネシアの2 倍

であり、中国を2 割上回る。GHG の大部分はエネルギー部

門から排出されており、うち90％以上は石炭火力によるもので

ある（Ministry of Energy, 2012）。残りの GHG 排出量のうち

36％は農業部門からであり、家畜のメタンガス排出が主な発生

源である。

　モンゴルのエネルギーインフラは老朽化が進んでおり、ボイ

ラー、石炭火力発電、送電線などは旧式で低効率である。こ

のためモンゴルへの CDM 投資の主な対象はエネルギー部門

である。また、モンゴルの石炭への高い依存は、再生可能エネ

ルギープロジェクトに好機を創りだしている。一方、農業セクター

の排出源は家畜飼育を主とするため、CDMの実施は困難であ

る。GHG 削減のために国内に広く分布した家畜飼育の活動を

監視することは莫大な費用がかかる上、文化的にも許容しがた

いとみられる可能性がある。

　国内の炭素排出原単位が高いにもかかわらず、モンゴルに

おけるCDM への投資は少ない。2012 年11月の時点で、わ

ずか 4 件の CDMプロジェクト登録があっただけで、同等の

発展レベルである他のアジア諸国に比べて低い（表 5）。例え

ばフィリピンとインドネシアは国民一人当たりの国民総所得が

モンゴルと同程度だが、CDMプロジェクト数はそれぞれ 62

件と107件である。さらに、モンゴルの登録済み CDMプロ

ジェクトの多くは世界銀行、米国 MCC Millennium Challenge 

Corporation やドイツKfW などによる外部支援を伴うもので

あった。このことから、CDMはモンゴルにおいてまだ未成熟で

あると言えよう。

表 5：モンゴルの進行中 CDMプロジェクト

出典：IGES（2013a, 2013b）

プロジェクト名 状況 年間排出削減量（t）

Salkhit Wind Farm 登録済 178,778 

Taishir Hydropower Project in Mongolia 登録済 29,600

Durgun Hydropower Project in Mongolia 登録済 30,400

A re t ro f i t  p rogramme fo r  decent ra l i sed  heat ing  s tat ions  in 
Mongolia. 登録済 11,904

Pellet and briquette plant in Mongolia 有効化審査中 19,436 

MicroEnergy Credits ‒ Microf inance for Clean Energy Product 
Lines ‒ Mongolia （PoA） 有効化審査中 61,656

序論

3. CDM 実施から得た教訓



21IGES Policy Report

モンゴルにおけるCDM の障壁

第一障壁：人口規模とプロジェクト規模

　モンゴル DNA は、国内における CDM 投資環境の総合的

な評価を行った。DNA は環境・グリーン開発省（2012 年選

挙以前は自然・環境・観光省）内に置かれており、この研究

は世界銀行の支援を受けて行われた（MNET 2011）。

　報告書は CDM 促進の「重要な課題」として、5つの障壁

を示している。5つの障壁とは　1）潜在プロジェクトの規模

が小さいこと　2）方法論の複雑性　3）森林クレジット利用

の制限　4）資金融資の不足　5）需要不足 に関するもので

ある。うち幾つかはモンゴルのみの障壁ではなく、他国でも

よく見られるものである。例えば、CER 需要の不足（森林セ

クターからのものを含む）は CDM ホスト国全てにとって共通

の問題である。融資上の障壁、特にプロジェクト融資の高金

利と金融ツールの制約は途上国に共通である。

　モンゴルの人口は 2011年の時点で 2.8 百万（World Bank 

2011）と、アジアでも最も少ない部類に入り、これがモンゴル

にとって根本的な障壁となる。炭素排出原単位は高くても、人

口が少ない事から、経済規模とエネルギー需要も自然と小規

模になり、潜在的なプロジェクトの規模も小さくなる傾向がある。

さらに、人口が広大な面積の国土に分布している為、比較的

小規模のプロジェクトですら発掘することが非常に困難である。

　興味深いことに、モンゴルの人口一人当たりの CDMプロ

ジェクトの件数は他のアジア諸国と大差なく、インドよりも多

い。しかし上記の理由により、各プロジェクトの排出削減ポテ

ンシャルは小さい傾向にあり、CDM 登録へのインセンティブ

は少ない。モンゴルの DNAは「モンゴルの登録プロジェクト

は経済規模と人口規模からすると少なくはない。しかし、発行

CER からは十分な恩恵を受けていない」と述べている。（MNET 

2011）

表 6：モンゴルにおけるCDM 推進の障壁

出典：MNET（2011）

障壁 説明

規模による取引費用 小規模 CDM の取引コストが高く、投資対象として魅力が少ない。

方法論の複雑性 モンゴルは暖房用のエネルギー使用が GHG 排出の主な原因になっているが、
これに関する方法論は適用例が少ない。

新規植林 / 再植林市場
モンゴルは森林 GHG 排出量を削減できる可能性が高いにもかかわらず、
森林部門からの CER はしばしば市場から排除されているか、
一時的なクレジットとしてしか扱われない。

資金 モンゴルのプロジェクトは資金調達が難しい。

需要 国際レベルでの政策見通しが不透明なため、CER 需要が低い。
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結論

　モンゴルの第一の教訓は、小規模な人口はCDM 推進の際

に、大きな弊害と成り得るということである。CDM支援は今

まで主にLDCを主な対象としており、人口という要素は検討さ

れてこなかった。確かにCDM 投資が少ない国の多くはLDC

であるが、これらの国は EU-ETS における2013 年以降のク

レジット受け入れや極小規模プロジェクト向けの追加性証明免

除などの優遇措置を受けている。しかし、LDC 以外の国にも、

モンゴルやスリランカのようにCDM 投資が不足している国が

存在する（図 5）。さらに、LDC 以外の国で CDM 登録件数

が少ない国は、その殆どが人口規模の小さな国である。一例を

上げれば、人口が 500 万人以下の国に、10 件以上の CDM

を登録している国はほとんど見られずプロジェクト規模の小ささ

が CDM 推進の妨げとなっていることが読み取れる（図 6）。こ

れらの国はLDCのような優遇措置を受けられないため、2012

年以後に登録されたプロジェクトからの CER は EU-ETS の対

象外となり、CDM 推進のインセンティブは著しく低下せざるを

得ない。

第二障壁：適切な方法論の不足

　もうひとつのモンゴル特有の問題は、CDM方法論のニーズ

と既存の適用事例のギャップである。特に、モンゴルの熱供

給ボイラーには省エネの余地が大きいが、この分野に関連する

実用的な方法論は少ない。モンゴルの熱供給ボイラーは石炭

利用と大気汚染の大きな原因となっている。

　熱供給ボイラーに適用可能な方法論は以下2つのみである。

1）AM0044 （エネルギー効率化改善プロジェクト－産業およ

び地域暖房部門のボイラー修復又は取替え）：この方法論は

登録 CDMプロジェクトでは利用例がなく、プロジェクト開発

者には高いリスクとなる。2）AMS- II.B. （供給側省エネ－発電・

発熱）：この方法論は10 件の登録プロジェクトに用いられ、9

回改正されている（2012 年11月現在）が、内容は一般化され

ており、数式も示されていないことから、ボイラーという特定の

事例での適用にはハードルが高い。従って、この方法論を使用

するためには、モンゴルのボイラー用に方法論をカスタマイズで

きる有能なコンサルタントが必要である。

3. CDM 実施から得た教訓
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図 5：アジアにおけるCDMプロジェクト分布

図 6：人口規模とCDM登録件数の関係

10

905ドル 一人あたりGNI

CDMプロジェクト
登録件数

LDC以外 ,　CDM 件数多

中国 (3168)
インド (1104)
インドネシア (107)
フィリピン (62)
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出典：IGES（2013）、Soren（2011）のデータに基づいて筆者作成

注：CDMプロジェクト登録数10 件以下は、アジアにおけるCDM 推進重点国の基準である。
　　GNI 国民一人当たり905ドルは、国連の LDC 定義に用いられている

出典：IGES（2013）、World Bank (2012)。データは福井祥子氏提供による
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図7：国種別のグループ関係

CDM登録件数 10件以下の国（132ヶ国）

LDC（49ヶ国） 人口 500万人以下の国
（70ケ国）

LDCかつ人口
500万人以下の国
（18ヶ国）

　これら人口規模の小さい国への対策として、以下の対策が考

えられる：

 a）  人口規模の小さな国に対して、LDCや SIDSと同様な

支援を行う（支援内容については表 7を参照）。人口

規模の境界については議論の余地があるが、ほとんど

の人口が 500 万以下の国において、CDM 登録件数

は10 件未満であることは考慮されるべきである。

 b）  小規模プロジェクトとの親和性が高い、プログラム型

CDM（PoA）をさらに促進する為の技術支援を行う。

表7：LDCとLDC 以外の国（登録件数10 件以下）に対しての CDM 推進支援の比較

*1: 定義は関連文書による。
*2: 追加的な措置。

施策 便益 LDC
登録件数 10 件以

下の LDC
以外の国 *1

小規模プロジェクトの登録料免除 小規模プロジェクトの CDM 利用の促進 *2

極小規模プロジェクトの追加性証明の簡素化 小規模プロジェクトの CDM 利用の促進

クレジット期間開始日の登録後の変更 プロジェクト実施における柔軟性措置

標準化ベースライン ベースラインの特定と追加性証明の負担の軽減 *2 *2

ナイロビフレームワーク 能力構築 （　　　）

CDM ローンスキーム 資金調達支援 *2

DNA ヘルプデスクとCDM ヘルプデスク 技術支援

電力系統の排出係数計算のための
デフォルト値オプションの提供 計算における柔軟性措置の提供

数字は各グループ内の国の数。
CDM 登録件数10 件以下の国：“CDM ヘルプデスクの対象国 ”のリストに記載された国及び、
2013 年1月31日時点で登録件数が10 件以下の国

出典 : IGES （2013a）,  World Bank （2012）及び CIA（2013）

3. CDM 実施から得た教訓
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　モンゴルからの教訓の2 点目は、ある国に特有な種類の

CDMプロジェクト（他の国には少ないプロジェクト）は、方法

論上の問題が発生しうるということである。例えばモンゴルの

場合、冬季に小型の熱供給ボイラーからの排出を削減できる

余地が大きい。そのような排出削減余地が存在するのはモンゴ

ルの寒冷な気候によるところが大きいため、これに関連する方

法論は他の国では需要が少ない。故に、ボイラー関連の方法

論は少なく未開発となってしまう。このような問題に対処するた

め、国際社会は以下のような対策をとることができる。

 c）  その国の特異なニーズに合う方法論を開発する。ただ

し方法論の開発はすぐに経済便益とはならないことも

多いため、国内又は海外の公的機関がこのような作業

に向いている。

　結論として、モンゴルは、EU-ETSでの取引が見込めない

2013 年以降において、CDMを運営する能力とインセンティブ

を維持するための国際的支援を緊急に必要としていると言える。

同時にモンゴルはCERの需要低下を補うため、自主参加型ク

レジット、二国間オフセット・クレジット制度等の利用を検討す

べきである。



26 IGES Policy Report

3.4 国別ケーススタディ 3：フィリピン
マリナ・T・マレア

ジャネット・ローレンテ
ティファニー・ソテロ

　フィリピンでの CDMの実施は、市場メカニズムが発展途上

国において温室効果ガスの削減に貢献することができることを

証明した。しかし、フィリピンではCDM 実施における障壁に

よりCDMが十分に活用されず、GHG 排出削減や持続可能な

開発への貢献の機会を逃してしまうという懸念がある。

　本稿はフィリピンで実施されたCDMプロジェクトの現状を

紹介し、CDM が直面している障壁を分析し、そしてCDM 実

施過程でのこれらの障壁の影響について考察する。この観点

からフィリピンが望ましい形で新しいマーケットメカニズムを実

施する為の提案を行う。

これまでの CDM の実施の傾向

　フィリピンの DNAとして環境天然資源省（DENR）を指名

する第 320 行政令の調印以来、DNAによる承認を求める合

計131のプロジェクトの申請があり、そのうち106 のプロジェ

クトが承認レター（LoA）の発行を得て、58 のプロジェクトが

CDM 理事会によって登録された。うち2013 年 1月末時点

で、7 つのプロジェクトから735,926 CER が発行されている

（IGES, 2013）。LoAを取得したプロジェクトの70% は小規模

プロジェクトである。

件数

年
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CER発行プロジェクト

登録プロジェクト

LoA発行プロジェクト

LoA申請プロジェクト

図 8：フィリピンのプロジェクトの状況

出典：DENR-EMBより提供

3. CDM 実施から得た教訓
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CDMプロジェクト開発中に発生した障壁

DNA 承認要件と手続き：
各 CDMプロジェクトは国の持続可能な開発への貢献を表明す

るLoAをDNA から取り付ける必要がある 4。LoA発行手続き

の目標処理期間は規定では 20-25営業日であるが、実際に要

した平均日数は小規模プロジェクトで237日、大規模プロジェ

クトで200日である。LoA 手続きに時間が掛かる理由は以下

の通りである。

 •  各技術評価委員会（Technical Committees, TEC）の

行うプロジェクト評価の所要時間―TEC 委員は広範囲

の分野から構成されるため、プロジェクト評価の合意に

時間が掛かる。基準制定時には想定されなかったTEC

内の微妙な見解の差異が、特にエネルギー関連プロジェ

クトを中心に存在する。（例えば、承認に TEC 委員、

関係庁の長官、秘書官、事務官、最後に省の次官の署

名が必要など）

 •  事務局とTEC 委員を含む職員はCDM 関連の職務の

他に正規の国家公務員としての日常の職務も課されてい

る。

 •  DNA がプロジェクト開発者に求める法令順守能力や、

またはプロジェクト特有の許認可（例えば、汚染状況管

理認可書、環境コンプライアンス認定書、先住民族に

関する国家委員会の了解など）の順守を証明する追加

的な要求事項はDNAへの承認申請をする前にさらに時

間がかかる。評価報告書は、そのような許認可に関わ

る書類なしではLoAの発行はできないため、LoAの申

請手続きを引き延ばすことになる。

 •  持 続 可 能 な 開 発 の 利 益 説 明（Sustainable 

Development Benefi ts Description, SDBD） は DNA

の評価において主要な書類であるが、プロジェクト開発

者の一部は、この文書の記入に関する知識が十分では

なく順守に対応できないこともある。

 

CDM方法論に関連する問題：
変わり続けるCDMのルール変更はフィリピンのプロジェクト開

発者にとって、CDMの理解に影響を与え続けてきた。そのよう

な不確実性は、一定のリスクに対応できるような一握りの大企

業にしか CDMが利用できないということを意味する。持続可

能な開発に大きく貢献できる可能性のあるプロジェクトを持つ中

小企業は不慮なことからCDMに参加出来ないことになることも

あった。その理由は、ほとんどの企業は限られた人材や資金で

はルールの変更に完全に対応しきれなかったからである。

　動物の排泄物から発電するプロジェクト等を含む初期の

CDMプロジェクトでは有効化審査から登録までの期間に度重

なる方法論の更新にそれぞれに対応しなくてはならなかった。こ

の煩雑さは企業が作業をコンサルタントや第三者へ依頼するこ

とになり、これはCDMに関連する教育を促そうとする企業の

能力構築の妨げとなった。

　ほかのケースでは、モニタリング方法論の厳格な要求事項、

方法論遵守対応不足によるCDM 理事会での却下、プロジェク

ト参加者による取り下げ、DNAやDOEによる非承認などにより、

CDMの実施から見送ることにもつながっている。少なくともそれ

ぞれ 2 件の見込みのあったプロジェクトとPoA が CDM実施を

撤退しているのは、上記の理由からである。7件の CER 発行

に至ったフィリピンのプロジェクトのPDD 作成時に予測してい

た同時期の削減量に対して、実際の CER 発行量は平均でわず

か58.6％にすぎない（IGES, 2013）。

　フィリピンのプロジェクトでは追加性の証明も大きな問題と

なっている。財務分析や業界における技術の普及状況の分析な

どで利用されるような、既存で入手できるベンチマークの欠如も

プロジェクトの実施スケジュールに大きく影響する。さらに、追

加性証明の要件は、セクターや技術によって偏りがあり、省エ

ネルギープロジェクトでは、障壁分析の利用が限られており、改

善の余地が少ないなどがある。この追加性証明は長年に亘り大

幅な改善があった一方で、省エネルギープロジェクトに関しては、

その技術はよく知られているが、普及があまり進んでいないため、 

4 DENR 執行命令第 2005－17
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5  分野として歴史が浅いクリーンメカニズム（CDM）/JI 案件に対して、案件組成を支援するために、公的融資及び保険の形で資金調達の
支援を行うもの。（JICA: http://www.jica.go.jp/activities/schemes/fi nance_co/evaluation/report/h18/pdf/361.pdf）

6  例えばフィリピン不動産銀行の省エネルギープロジェクトや気候変動プロジェクトの融資枠（CLEECP）　https://www.landbank.com/
newsdetails.asp?id=319;  冷却装置交換プロジェクト向けの世界銀行の MLF/GEF。

7  例えばフィリピン不動産銀行の炭素融資支援機関 （CFSF）: https://www.landbank.com/products_carbon_fi nance.asp
8  フィリピン冷却機の省エネルギープロジェクト（PoA）の調整 / 管理者（CME）であるDENR-FASPOとのインタビュー取材、2012 年。

”その種で初めて”の追加性証明方法の利用が難しいなど、そ

の改善の恩恵を受けていない。

　フィリピンには森林プロジェクトの登録がない。森林が潜在

性のある主要なセクターであるにもかかわらず、国の承認基準や

CDM 導入初期段階でほかのセクターでの実施を優先した国際

的なルールが、このような皮肉的な状況を導いた。厳格なモニ

タリング方法論はこのセクターのCDMへの参加を妨げている。

　電力系統の排出係数のデータが国によって公表されていない

ことが、CDMプロジェクト実施の大きな障害となっている。電

力系統の排出係数を算定する試みが行われたが、2006 年以

来公表はされていない（DENR-EMB, 2006）。保守的に設定

するか、またはプロジェクト参加者にとって最も恩恵があるよう

に設定するかにおいて相違があり、常にバランス配分の問題が

生じる為、公表と更新を妨げることになった。これが結果的に

はプロジェクト開発者自身で作業することを余儀なくされ、業務

負担を増やすことになった。

　そして、CDMで小規模プロジェクト実施を促進するために、

2009 年にPoA が導入され、実施されるようになった。しかし

初期段階では、PoAのルールが十分に理解されていないことか

ら、2011年までフィリピンではPoA が浸透することができず、

それは同時に、国際的なCDMの投資市場が不安定な時期に

重なった。2012 年末時点、フィリピンのPoA実施状況は有効

化審査中が18 件、登録は1件もない。

  

プロジェクトとCDMの資金調達：
　アンダーライング・ファイナンス 5 とプロジェクト登録用の双

方ともに資金確保には困難が生じる。水力発電などの既に実証

済みの技術を除き、CDMの再生可能エネルギープロジェクトは

先駆的な事業であり、その特性に付随するリスクプレミアムがあ

る。投資家はそのようなタイプのプロジェクトへの投資にはそれ

ほど熱心でなく、一般に低リスクで予測可能な利益をもたらすプ

ロジェクトを好む。銀行は難しい市場においてはより慎重になる

ため、銀行貸付によるアンダーライング・ファイナンスは初期段

階のフィリピンのCDMプロジェクトでは難しかった。

　近年、銀行 6 の革新的資金調達スキームの適用の拡大、ア

ンダーライング・ファイナンスの確保の問題に取り組む環境基金、

CDMプロジェクト・サイクルの支援資金 7 が見られるようになっ

た。再生可能エネルギーとメタン回収プロジェクトには一般的に

資金が受けられるようになった。しかし、省エネルギーのプロジェ

クトは低い利用率に留まっている。省エネルギープロジェクトを

実施するプロジェクト開発者はその資金を社内調達に頼らざるを

得なくなってきていることがインタビュー調査で明らかになった8。

　CDMにおける資金調達、即ち排出削減量購入契約は通常

CDMプロジェクト・サイクルの初期の段階で実施され、プロジェ

クト実施にかかる取引経費をカバーしていた。ユニラテラルプ

ロジェクトはフィリピンでは少なかった。このような事情で、フィ

リピンでの CDMの資金調達はCER の買い手主導であり、ま

た前払いによる支援に大きく依存している。さらに、不安定な

CER の価格は近年の CDMプロジェクト登録申請が低下した

理由になっている。

3. CDM 実施から得た教訓
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障壁克服のベストプラクティス

　これまでに議論した障壁はある側面では、フィリピンでの

CDM 実施を前進させ、長年持続させることを可能にする有益

な展開ももたらした。

 1.  LoA 発行の遅れを緩和するための DNAとプロジェ

クト開発者双方による効率的な文書作成戦略とスケ

ジュールの開発

    DNAは、標準的な質問と同様に簡易評価用に設

計された一覧表を用意した。プロジェクト開発者が

より良く理解出来るようにするために SDBD に量

的指標と事例が掲載された。様々なDNAメンバー

が適切な文書作成に関するガイダンスを改善し、

申請手続きにおける透明性が向上した為、プロジェ

クト開発者は大きな恩恵を受けた。

 2. 規則・基準の変更について意識を高めること

    附属書Ⅰ国からの支援で民間企業と政府向けに多

数の能力構築活動が実施された。このような能力

構築活動はリスクを軽減しCDMに対するネガティ

ブな認識を改善した。

 3.  CDMプロジェクトの実施を促進する革新的資金調達

メカニズムと環境基金

    CERを担保や借入金償還資金として利用できる資

産として見ることも出来るようになった。低金利の

貸付を提供できる環境基金もCDMプロジェクト

実施リスクを軽減するのに役立つ。前払金の条項

を含む炭素クレジット購入のための附属書Ⅰ国の

出資による基金はフィリピンのプロジェクトに非常

に有益であった。

 4.  透明性の向上、手続きの明確化、プロジェクトの実施

を促す改善されたモニタリングスキーム

    これはプロジェクトの持続可能な開発の利益とな

るだけでなく排出削減にも適用できる。

 5.  DNAによるCDM のプロセスを効率的に管理・監督

できるようにするための人材支援及び増加

    近年、電力系統の排出係数の再計算やPoAの規

則・基準に関するDNA メンバーの教育等の新た

な努力がなされている。
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結論

　京都議定書の CP1の終了を踏まえ、新たな市場メカニズム

を導入する為には、フィリピンでのCDM実施のベストプラクティ

スや障壁から多くのことを学ぶことができる。

　第一に、市場運営におけるルールを明確に制定する規制機

関の存在が必要である。規制機関となる政府は常に効率的な

管理ができる体制を保持するべきである。従って、市場を理解

する人材の関与、制度構築、適切な規則の施行ができる能力

構築が重要である。政府はまた、透明性の高い会計分野で利

用されているような適用しやすい基準やベンチマークを設定で

きなければならない。電力系統の排出係数を含む。

　第二に、小規模プロジェクトとCDMが利用されていないセ

クターのプロジェクトは持続可能な開発により大きく貢献でき

るので優先的に取り扱うべきである。そのような小規模プロジェ

クトには大規模プロジェクトよりも多くの潜在的な副次的便益

をもっており、それらの開発には国際炭素市場は重要な役割を

果たす。省エネルギーや森林セクターのプロジェクトやさまざま

な地方自治体関連機関が積極的に参加できるプロジェクトも

開発を優先するプロジェクトの種類として含めるべきである。プ

ログラムアプローチは小規模プロジェクトの促進にとって望まし

いメカニズムである。

　第三に、排出量のモニタリング手続きの一貫性を維持しなが

ら簡素化することが必要である。これは小規模プロジェクトが

特に多いフィリピンにとって特に有益である。データの取得と排

出削減量の測定は実施可能で、慎重な計算するべきであるが、

CDMの追加性証明ほど複雑である必要はない。

　第四に、国内報告システムを効率化すべきである。一貫性の

保持と容易な参照を可能にする為にはCDMで用いられている

ような報告の共通規則が不可欠である。CDMのように、透明

性の高い検証で利用されるような充分なデータを提供すべきで

ある。

　そして最後に、国際的な検証方法の効率化が必要である。

現在の CDM 手続きは複雑で、コストが掛かり過ぎるため小規

模プロジェクトが最も影響を受けている。より簡易で汎用性の

ある手続きを導入すればフィリピンで小規模プロジェクトの実施

をより促進することができる。　

3. CDM 実施から得た教訓
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4. 提言

CDM 2.0 に向けた提言

CDMを実施できる能力の構築活動をより効果的に導入して

いくため、能力構築に関する基準を標準化して達成度を着

実にする制度を CDM 理事会が構築するべきである。

  CDM 実施の実施に向けたホスト国における必要条件、

能力の状況、課題、成功事例を含む情報を包括的に管

理するための能力構築定型フォーマットを用いて指標や

チェックリストを活用する。

人口が少ない国（500 万人以下）でもCDM の活用を促進

するために追加性のルールを再検討するべきである。

  極小規模プロジェクトの追加性証明の免除、登録後のク

レジット期間の開始日付の変更など、LDCに提供されて

いる措置は、500万人以下の国に対しても適用すべきで

ある。

CDM が排出削減活動及び持続可能な開発に対してさらに

貢献できるようになるためには、国内における報告や管理体

制制度の構築が必要である。

  透明性の向上、手続きの明確化、プロジェクトの実施を

促す改善された報告制度は、排出削減とプロジェクトの

持続可能な利益の確保のために必要である。

CDM はすべての国における削減活動を促進する共通基盤

になるべきである。

  CDM 制度の一部であるCER の利用とアカウンティング

制度（自主的取消口座と国際取引ログなど）を、異なる制

度と接続したり、途上国のプロジェクト参加者による自主

的参加を認めたりすることで、CDMの制度自体が世界共

通の基盤として活用できるようにするべきである。

4. 提言
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